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1) ５Ｇに関する取組の現状



2第５世代移動通信システム（５Ｇ）

膨大な数の
センサー・端末

カメラ

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線 超高速

現在の移動通信システムより
100倍速いブロードバンドサー
ビスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の回り

のあらゆる機器がネットに接続

超低遅延

利用者が遅延（タイムラグ）を
意識することなく、リアルタイム
に遠隔地のロボット等を操作・
制御

＜5Gの主要性能＞ 超高速

超低遅延

多数同時接続

最高伝送速度 10Gbps
1ミリ秒程度の遅延
100万台/km²の接続機器数

⇒２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリア
ルタイム通信で実現

スマートメータ―

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（LTEではスマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

2G 3G LTE/4G 5G
1993年 2001年 2010年 2020年



3５Ｇの展開

地域課題解決型ローカル5G等の実現
に向けた開発実証
（2020年度～）

５Ｇ総合実証試験
（2017年度～2019年度）

FY2019 2020 2021 2022 2023

５Ｇ用周波数次期割当ての検討

全都道府県で
サービス開始

（※携帯事業者４者の計画値を合算したもの）

プレサービス
開始

(2019年9月)

ローカル５Ｇの検討
★2019年12月に一部制度化

5年以内に全国の約98％の
メッシュで基地局展開※

５
Ｇ
用
周
波
数
割
当
て

2019年4月

多様な５Ｇサービスの
展開・推進

ラグビーＷ杯 東京オリンピック・パラリンピック

商用サービス 割当てから2年以内に
開始

(2020年3月頃)

★WRC-19

 5Gはプレサービス中。本年3月頃より商用サービス開始見込み。
 2024年までに全国の約98％のメッシュで基地局展開。多様なサービスを展開・推進。



4５Ｇ用周波数の割当て

５Ｇ等に割り当てられた周波数の幅（合計）の推移

6GHz帯以下

 5G開始時点で、準ミリ波帯を含めた合計約3GHz幅を5G等に割当て。
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142

340

2970

※ BWA事業者の周波数帯域も合算。

平成15年4月時点
（～２Ｇ）

平成19年12月時点
（～３Ｇ）

平成30年4月時点
（～４Ｇ）

令和元年４月時点
（～５Ｇ）

５Ｇ用に割り当てた周波数

1500

1000
770



5５Ｇ特定基地局の開設計画の概要

 2019年１月24日から２月25日までの間、第５世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開
設計画の認定申請を受け付けたところ、４者から申請があり、同年4月10日に周波数の割当てを実施。

■ 申請者４者（50音順）

○ 株式会社ＮＴＴドコモ、 ＫＤＤＩ株式会社／沖縄セルラー電話株式会社※１、 ソフトバンク株式会社、 楽天モバイル株式会社※２

※１ KDDI株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社に係る申請については、地域ごとに連携する者として申請しているため、第５世代移動通信システムの
導入のための特定基地局の開設指針の規定に基づき、１の申請とみなして、審査を行った。

※２ 2019年４月１日に「楽天モバイルネットワーク株式会社」から社名変更。

※ 設備投資額、５G基盤展開率、特定基地局数及びMVNO数／MVNO契約数については、2024年度末までの計画値。

申請者（50音順） ＮＴＴドコモ
KDDI／

沖縄セルラー電話 ソフトバンク 楽天モバイル

希望周波数帯域幅（希望枠数）

① 3.7GHz帯及び4.5GHz帯
【100MHz×６枠】 200MHz（２枠） 200MHz（２枠） 100MHz（1枠） 100MHz（１枠）

② 28GHz帯 【400MHz×４枠】
400MHz（１枠） 400MHz（１枠） 400MHz（１枠） 400MHz（１枠）

サービス開始時期 2020年春 2020年３月 2020年３月頃 2020年６月頃

特定基地局等の設備投資額
（※基地局設置工事、交換設備工事及び伝送設備工事

に係る投資額）
約7,950億円 約4,667億円 約2,061億円 約1,946億円

５G基盤展開率 97.0％（全国） 93.2％（全国） 64.0％（全国） 56.1％（全国）
特定基地局数

（※屋内等に設置するものを除く。）

① 3.7GHz帯及び4.5GHz帯 8,001局 30,107局 7,355局 15,787局

② 28GHz 帯 5,001局 12,756局 3,855局 7,948局

MVNO数／MVNO契約数
（Ｌ２接続に限る） 24社/850万契約 ７社/119万契約 ５社/20万契約 41社/70.6万契約



6

 全国を10km四方のメッシュ（国土地理院発行の２次メッシュ）に区切り、都市部・地方部を問わず事業可能性
のあるエリア※を広範にカバーする。 ※対象メッシュ数︓約4,500

①全国及び各地域ブロック別に、５年以内に50%以上のメッシュで５Ｇ高度特定基地局を整備する。
（全国への展開可能性の確保）

② 周波数の割当て後、２年以内に全都道府県でサービスを開始する。 （地方での早期サービス開始）

③全国でできるだけ多くの特定基地局を開設する。 （サービスの多様性の確保）
（注） ＭＶＮＯへのサービス提供計画を重点評価（追加割り当て時には提供実績を評価）

山岳地帯

（５Ｇ用周波数の特性上、1局でカバーできるエリアが小さく、従前の「人口カバー率」を指標とした場合、従来の数十倍程度の基地局投資が必要となるため、
人口の少ない地域への5Ｇ導入が後回しとなるおそれ。）

海水面

大都市

地方都市

郊外・ルーラル地域

→ 居住地域主体、大都市から整備

今般の開設指針の考え方による整備エリア（赤囲み部分）
→ 居住地域だけでなく、都市部・地方を問わず事業可能性のあるエリアに整備

従来の人口カバー率の考え方による整備エリア

海水面

山岳地帯

５Ｇの広範な全国展開確保のイメージ
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 ローカル5Gは、地域や産業の個別のニーズに応じて地域の企業や自治体等の様々な主体が、自らの建物内や敷地内
でスポット的に柔軟に構築できる5Gシステム。一部の周波数帯で先行して2019年12月に制度化。

＜他のシステムと比較した特徴＞
 携帯事業者の５Ｇサービスと異なり、

 携帯事業者によるエリア展開が遅れる地域において５Ｇシステムを先行して構築可能。
 使用用途に応じて必要となる性能を柔軟に設定することが可能。
 他の場所の通信障害や災害などの影響を受けにくい。

 Wi-Fiと比較して、無線局免許に基づく安定的な利用が可能。
 地域課題解決型ローカル5G等の実現に向けた開発実証【Ｒ２当初予算案︓37.4億円】【Ｒ１補正予算案︓6.4億円】

 ５Ｇの「超高速」、「超低遅延」、「多数同時接続」といった特長と、都市部、ルーラル、屋内等の試験環境
の異なる地域や、複数の周波数を組み合わせ、様々な利活用シーンで地域のニーズを踏まえた開発実証を実
施。

建物内や敷地内で自営の５Gネットワークとして活用ゼネコンが建設現場で導入
建機遠隔制御

事業主が工場へ導入
スマート工場

農家が農業を高度化する
自動農場管理

自治体等が導入
河川等の監視

センサー、4K/8K

インフラ監視

河川監視

スマート工場

建機遠隔制御

農業
での活用

建設現場
での活用

工場での
活用

スマート農業

防災現場
での活用

ローカル５Ｇの概要



8ローカル５Ｇの免許申請を受け付けた申請者

主な用途 主な事業者

ベンダー スマート工場等ＩｏＴ向け
※自社工場に先行導入

• 富士通
• ＮＥＣ

ＣＡＴＶ ケーブルテレビ
※有線ラスト１マイルの代替

• 秋田ケーブルテレビ
• ＪＣＯＭ
• ケーブルテレビ（栃木県）
• ＺＴＶ
• となみ衛星通信テレビ
• 愛媛ＣＡＴＶ

通信事業者
スマート農業や

eスポーツ活用を見据えた
実証環境の構築

• ＮＴＴ東日本

大学 実証環境の構築 • 東京大学

自治体

中小企業やスタートアップ向け
実証環境の構築 • 東京都

中小企業等の技術者育成のための
実証環境の構築 • 徳島県

 ローカル5Gは2019年12月より免許申請受付開始。

（令和２年１月２４日時点）



2) ５Ｇに関する標準化、諸外国の現状



10５Ｇの国際標準化動向

リリース17

ITU

3GPP

リリース13
（～2016.3）

・超高速（eMBB）/超低遅延
（URLLC）が対象。
・2017年12月までに、LTEと連
携するNSAの仕様を策定。2018 
年6月までに、SAの仕様を策定

・全ての技術性能要件
に対応した5Gの仕様
を策定（多数同時接続
（mMTC）向け及び
URLLCの拡張）

• 5Gの基本調査（要
求条件等）

• IoT技術の高度化
（feMTC、eNB-IoT）

5G無線インターフェース
提案受付5G技術性能要件IMT

ビジョン勧告
5G無線ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
勧告の策定

通信会議
（WRC-15）

世界無線 世界無線
通信会議

（WRC-19）

• 4Gの高度化

• IoT技術の拡張
（eMTC、NB-IoT）

 ITU（国際電気通信連合）や3GPP※等において、標準化活動が最終段階に
（ITU）2015年9月、5Gの主要な能力やコンセプトをまとめた「IMTビジョン勧告（M. 2083）」を策定。

2019年に5G（IMT-2020）無線インターフェースの提案の受付けを実施、2020年に勧告化予定。
IMT特定候補周波数帯（24.25-86GHzの11バンド）については周波数共用検討等を行い、
2019年11月、WRC-19において計17.25GHz幅をIMT用周波数として特定。

（3GPP） リリース14 ︓ 5Gの基本調査を実施（要求条件、展開シナリオ、要素技術等）
リリース15 ︓ 超高速/超低遅延に対応した5Gの最初の仕様を策定
リリース16 ︓ 全ての技術性能要件に対応した5Gの仕様を策定

※ 3GPP(3rd Generation Partnership Project)︓ 3G, 4G等の移動通信システムの仕様を検討し、標準化することを目的とした日米欧中韓の標準化団体によるプロジェクト。1998年設立。

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

リリース16
（～2020.3）

リリース15
（～2018.6）

5Gでの利用を
想定したミリ波等
の周波数が
IMT用に特定

5Gワークショップ
周波数共用検討

リリース14
（～2017.6）

NSA
策定

SA
策定

※NSA: Non-Standalone  
SA: Standalone

• 52.6 GHz以上の更
なる高周波数帯にお
ける5G対応や既存技
術の拡張を策定



11次期周波数割当て（ＷＲＣ‐１９の結果）

5Gに割当て済の周波数帯 WRC-19におけるIMT特定周波数帯

• 我が国向けに、合計15.75 GHz幅（24.25-27.5GHz、37-43.5GHz、47.2-48.2GHz、66-71GHz）
が新たにIMT用の周波数として合意された。

• このうち26.6-27.0GHz及び39.5-43.5GHzについて、情報通信審議会において、次回割当てに向け
た検討を進めていく予定。

• なお、今回WRCでは、上記のほか、275 GHz以上（275-296 GHz、306-313 GHz、318-333 GHz、
356-450 GHz）の帯域についても、IMTでの利用が可能とされた。

 2019年10月～11月にエジプトで開催された世界無線通信会議(WRC)では、5Gでの活用を念頭に、
24.25-86 GHzを対象に、将来のIMT※用周波数の特定に関する検討が行われた。

※ IMT: International Mobile Telecommunications

30

29.1

26.5

37.0 47.2

24.25 27.5

【各国のIMT-2020（5G）用周波数と議題1.13 IMT-2020用周波数特定の結果】

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 25

3.6 4.1  4.5 4.6 27.0

24.75 27.54.9 5.0

24.25 273.4 3.8
24.4525.25 .528.35

24.25 24.75  27.5

28.9

2.6 3.4 3.6

3.42 3.7

(GH

66 71

40 45 50 60 70 8

37.0 45.547.2

43.5 47 48.2

40.0 48.2
※37GHz以上の帯域については

米国においてオークション実施中

600M 2.5

700M

28.2 29.5



12欧米中韓における５Ｇの状況

（2020年1月21日総務省調べ）

 5Gは各国で順次サービスを開始。

米国 中国 韓国 欧州 日本

周波数
等

600MHz帯 700MHz帯

2.5, 3.5GHz帯 2.5,3.5,4.8GHz帯 3.5GHz帯 3.5GHz帯 3.7, 4.5GHz帯

25,28,37,39GHz帯 (26GHz帯は検討中) 28GHz帯 26GHz帯 28GHz帯

サービス
開始時
期

2018年10月
（固定系ネット接続用）

2019年4月から本格展
開
（スマートフォン）

2019年11月から
本格展開
（スマートフォン）

2019年4月から
本格展開
（スマートフォン）
28GHz帯は2020年後半
から展開予定

2019年5月のスイス、英国を
皮切りに、

各国にて順次展開
2020年中の全加盟国におけるサービ
ス開始を目標

2020年春から本格
展開
（東京オリンピックパラリ
ンピック競技大会前）

サービス
形態や
実証等

• Verizonは2018年10月か
ら固定系サービスを、
2019年4月からスマホ向
けサービスを開始。現在
31都市で提供中。

• AT&Tは2018年12月、モ
バイルルータを提供、
2019年6月に企業向け
サービスを、12月に個人
用スマホ向けサービスを
開始。現在30都市で提
供中。

• Sprintは2019年5月に開
始し9都市で、また、T-
Mobileは6月に開始し6
都市で提供中。

• 中国移動、中国電
信、中国聯通の3社
は2019年11月から
50都市でスマホ向
けサービス開始。

• 国内外の事業者・ベ
ンダーと政府、研究
機関が北京郊外に
広大な試験フィール
ドを構築。

• 中国電信、中国聯
通の2社は、5Gネッ
トワークの建設を地
域毎に分担し、共同
で構築、保守を行う
予定。

• SK Telecom, KT,  
LG U+の3社は
2019年4月からソウ
ル全域を含む首都
圏・6大広域市など
でスマホ向けサー
ビス開始。

• KTは5G専用コンテ
ンツとしてゲーム、
動画を提供。

• 3社の5G加入者は
約430万人。(2019  
年11月末現在)

• スイスコムは2019年
5月から欧州初となる5Gスマホ
向けサービスを開始。

• 英国はEEが5月より、Vodafone 
が7月より、O2が10月よりスマ
ホ向けサービスを提供。

• 各国のサービス開始状況は以
下のとおり。

5月：スイス、英国

6月：イタリア、スペイン、ルーマ
ニア

7月：ドイツ、フィンランド、モナコ

8月：アイルランド

9月：オーストリア

10月：ハンガリー

• 導入当初から移動
系サービスを予定。

• 通信事業者や国
が様々な分野の
企業を交えて実証
を実施中。

• 2019年7月よりソフ
トバンクが、9月よ
りNTTドコモ及び
KDDIがプレサービ
スを提供開始。



13グローバルに見た知財・特許の状況

 サイバー創研の調査によると、5G標準規格必須特許の出願件数は全世界で約7,300件。
 上位３社はサムスン（韓）、HUAWEI（中）、Qualcomm（米）。国内企業ではNTTドコ
モが６位。

 標準化団体3GPPに提出された文書数（12万件）では、HUAWEI、エリクソン、ノキア、
サムスンの４社で、全体の50%強の文書数を占める。国内企業ではNTTドコモが９位。

5G標準規格必須特許※出願件数 標準化団体3GPP寄与文書提出数
※ 5G-SEP（5G実現に資するETSI標準規格必須特許）

端末と基地局間通信

サービス

端末とコアネット
ワーク間通信

調査期間︓2013年1月1日から2018年6月30日 （出典︓５G標準規格必須特許（５G-SEP）候補および標準化寄書調査報告書（サイバー創研））



14グローバルに見た基地局市場

（IHS Markit 資料を基に総務省作成）

 例えばグローバルの基地局市場では、日本企業のシェアは1～2%。

31.9%

23.8%

18.6%

11.1%

0.7% 0.7%

ファーウェイ
（中国）

エリクソン
（スウェーデン）

ノキア（フィンランド）

サムスン電子 11.6%
（韓国）

ＮＥＣ（日本）0.8%

ＺＴＥ
（中国）

富士通（日本） シスコシステムズ（米国）

基地局市場
基（地～局5G市）場
（～約35兆G円
）(2019年Q1～Q3)

その他
0.9%



3) Beyond 5G に関する取組の状況



16Beyond 5G に求められる技術

 Beyond 5Gでは、 5Gの特長（超高速、超低遅延、多数同時接続）の更なる高度化に加え、高信頼化やエネ
ルギー効率の向上など新たな技術革新が期待される。

 AIやクラウドコンピューティングを利用した信号処理についても、今後無線部分と一体となった技術開発が進められる
見通し。

いつでも必要なときに
1～10Gbps通信を確保

超多数同時接続
（1,000万台/km2）

超低コスト
（IoTセンサー向け）

信号の完全同期
（同期ずれは200ナノ秒以下）

超低消費電力
（20年以上のバッテリー持続）

超超高速
（最高伝送速度100Gbps以上）

エネルギー高効率
（現在の10倍以上）

超高精度な
ビームフォーミング

超高信頼
（通信遮断時間率10-6）

移動時の信頼性
（移動時も途絶しない通信）

超超低遅延
（遅延は0.3 ミリ秒以下）

（ノキア資料を参考に総務省作成）

超広域カバー
（遠方でも損失無く通信）

超高速･
大容量

多数同時
接続

超低遅延

Beyond 5Gに求められる技術候補

超大容量
（1万倍の通信トラフィック）

（括弧書きは2030年頃の最終目標値）



17海外の Beyond 5G / 6G に関する取組の状況

2018年頃から6Gの実現に向け有望と考えられる通信技術について学術的な議論が各地で活発に行
われているほか、ユースケースや要求条件に関する議論も少しずつ始まっている。

6 Genesisプロジェクト

• 2019

• フィンランド・アカデミーとOulu  
大学が立ち上げた6Gの研究開発プ
ロジェクト。2018-2026年の8年間
で251M€(300億円)規模の予算を獲
得。

年3月に”6G Wireless
Summit”を主催し世界各国の著名
な研究者が発表を行った。Nokia  
Bell LabsとHuaweiがゴールドスポ
ンサー。2020年も3月に開催予定。

• 2019年9月に白書「Key Drivers  
and Research Challenges for 6G  
Ubiquitous Wireless
Intelligence」を公表。

• 工業情報化部(MIIT)
• 2018年11月、MIITのIMT-2020無線技術開発グループリー
ダーが、「6Gの開発が2020年に正式に始まる」、「2030年に
実用化し、通信速度は1Tbpsに達するだろう」とコメント。

• 科学技術部(MOST)
• 2019年11月、6Gの研究開発の開始を発表。あわせて2つの組
織（ 「6G研究推進の責任主体となる政府系の機関」、「37の
大学や研究機関、企業からなる技術的組織」）を立ち上げ。

• 華為技術
• 2019年11月の会長コメント「6Gは研究の初期段階。6Gで使用
が想定される周波数の特性や技術的課題の研究、経済的、社会
的利益に焦点を当てた研究チームを任命した」

• LG電子︓2019年1月、「6G研究セ
ンター」を設置。

• Samsung電子︓2019年6月、6Gコ
ア技術の開発のための研究センター
を立ち上げ。

• 2019年2月、大統領が6Gへの取
組強化をツイート。3月にFCCは
研究用途のテラヘルツ利用の開
放を決定。

• ニューヨーク大、DARPAが無線
（テラヘルツ波）とセンサー技
術の研究拠点「ComSenTer」を
立ち上げ。UCサンタバーバラ、
UCB、UCSD、コーネル大、MIT 
が参加。

• 2018年７月、2030年以降に実現される
ネットワークの技術研究を行うFocus  
Group NET-2030をITU-T SG13に設
置。

• 2019年5月、白書「Network 2030」を
公表。

フィンランド

韓国
国際電気通信連合（ＩＴＵ）

米国
中国

• NICT︓2018年7月、欧州委員会と連
携してテラヘルツ波end-to-endシステ
ムの開発研究を開始。Beyond５Gを見
据えワイヤレス、ネットワーク、デバ
イスなど研究開発を推進中。

• NTT︓2019年6月、６Gを見据えた
ネットワークの構想「IOWN」を発
表。2019年10月、米インテル、ソ ニ
ーと次々世代の通信規格での連携を
発表。

日本
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6G Flagship (6Genesis)

2018年４月にフィンランドアカデミー（The Academy of Finland）がOulu大学の提唱 す
る「6Genesis」（6G研究にフォーカスした世界初のプログラム）を国家基幹研究に指定

 2018～2026年までに、2.51億ユーロ（約301億円）を投入
Oulu大学が運営し、Nokia、VTT、Aalto大学などが協力する体制で推進

 2019年9月にホワイトペーパーを取りまとめ

6G      Enabled  Smart  Society  and Ecosystem
（https://www.oulu.fi/6gflagship/）

フィンランドにおける検討状況

 無線デバイス・無線システム開発
 伝送装置のイノベーション、半導体、光ファイバ
及び新たな素材

 オープンソースプラットフォームによるイノベー
ション促進

 6Gのネットワーク
 End-to-Endでの品質管理
 AI、ブロックチェーン技術の活用
 新たなプロトコルの導入（ID/ロケータ分離）

[ホワイトペーパー概要]
 社会・ビジネス面でのキードライバー
 SDGsを見据えた、包括性・持続可能性・公平性への

要求
 データ中心の社会の進展
 ネットワークの小規模化
 6Gのユースケース
 スマートフォンからウェアラブル端末への転換
 テレプレゼンス、自動運転の実現

 周波数およびKPI
 伝送容量︓1Tbps、遅延︓0.1ms、電池の寿命︓20年、

1m3あたりの接続数︓100 等
 テラヘルツ波の活用

https://www.oulu.fi/6gflagship/


19ＩＴＵにおける検討状況

ITU-T FG NET-2030

 2018年７月に設立。ITU-T SG13において設立されたフォーカスグループ
 2019年５月にホワイトペーパーを取りまとめ

Focus  Group  on  Technologies  for Network  2030

 Network 2030の焦点となる領域
 データ伝送の時刻保証サービス(Coordinated  

Service)
 通信要件に応じてパケット伝送を行う定性通信
サ ー ビ ス (Qualitative Communications  
Services)

 多様なネットワークの混在とエッジネットワーク
の散在・高密度化

 現在のネットワークの課題
 サービス－ネットワーク間の連携
 ホログラムや感覚情報への対応
 ミリ秒レベルの時刻精度
 アクセス・エッジネットワークの強化（MEC等
）

 ベストエフォートや低いQoSからの飛躍
 ヘテロジーニアスなネットワークの共存

 これまで以上に要求条件がシビアなサービスの創出
 デジタルと現実世界の融合（ホログラム通信、感覚通信（触覚、嗅覚、味覚）、デジタルツイン等）
 自動運転、工場自動化 等

【ホワイトペーパー概要】 (https://www.itu.int/en/ITUT/focusgroups/net2030/Documents/White_Paper.pdf)

https://www.itu.int/en/ITUT/focusgroups/net2030/Documents/White_Paper.pdf


20ＮＴＴ、米インテル、ソニーにおける検討状況（ＩＯＷＮ）

IOWN

 2019年10月、NTTは、業界団体「IOWN Global Forum」の設立を発表。「IOWN」は、スマートな世界を実現す
る未来のコミュニケーション基盤。設立メンバーはNTT、米インテル、ソニー。

Innovative  Optical  and  Wireless Network

（出典：NTT資料）



4) Beyond 5G により目指すべき社会像
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（出典： 総務省「自治体戦略２０４０構想研究会（第１回）」
事務局提出資料）

急速な人口減少 未知の高齢化 長引く低成長

 日本の人口は2010年（1.28億人）を
ピークに減少。

 一方、世界人口は引き続き増加。

 2042年には団塊ジュニア世代が高齢
者となり、高齢者人口がピークに。

 アジア諸国より約20年先行して超高齢
化を経験し、未知の世界へ突入。

＜アジア諸国の高齢化率の推移＞

日本の社会構造の変化

 日本社会において急速に進展する人口減少、高齢化・少子化は、我が国の産業・地域の姿や雇用・労働環境
など様々な方面に対して、これまで我が国が経験したことのない構造変化をもたらすと予測されている。
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 「高度成長期」から「安定成長期」、「低成
長期」へと移り変わるにつれて、経済成
長率が段階的に低下。
（平均成長率９％⇒４％⇒１％）

 一方、世界経済は概ね3%で成長。

＜経済成長率の推移＞

(World Bank GDP growth より総務省作成）

世界の経済成長率

日本の経済成長率

(UN World Population Prospects より総務省作成）
（予測値については、Medianの値を使用。）
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232030年代に実現したい未来の姿「Ｉ：インクルーシブ」

（出典： 情報通信審議会 ＩｏＴ新時代の未来づくり検討委員会（2018年））



242030年代に実現したい未来の姿「Ｃ：コネクティッド」

（出典： 情報通信審議会 ＩｏＴ新時代の未来づくり検討委員会（2018年））



252030年代に実現したい未来の姿「Ｔ：トランスフォーム」

（出典： 情報通信審議会 ＩｏＴ新時代の未来づくり検討委員会（2018年））



5) Beyond 5G 推進に向けた検討項目



27Beyond 5G 推進に向けた検討項目

 2030年代に想定される社会（Ｉ×Ｃ×Ｔ︓インクルーシブ、コネクティッド、トランスフォーム）
を踏まえ、通信インフラに期待される事項

 Beyond 5G 時代に必要な技術

 我が国における Beyond 5G の円滑な導入、国際競争力の向上
に向け望まれる環境
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